










 5.2 試料 (明度 L＊：2.5) の塗膜の熱特性

　得られる熱流束から屋外側空気温度と室内側温度の差
によって生じる試験体を通過する熱量をゼロにした場合
の、試験体の両表面の温度差によって通過する熱量（Q Ｗ）
を求め、さらに、照射日射吸収熱量（Q α）を求め、塗
膜の日射侵入比（η P）及び塗膜の日射吸収率（Q α）を
算出した。塗膜の熱特性結果を表 -3に示す。

6. まとめ

　塗膜の日射吸収率については、光学測定値と概ね一致
する結果が得られた。日射反射率と塗膜の日射侵入比と
の関係についても、熱収支理論計算と概ね合致しており
良好な結果が得られた。これにより省エネルギー建材の
熱負荷計算に使用可能な指標を提供でき、さらに、すべ
ての遮熱塗料を横並びで比較できる指標としての可能性
が見いだせた。

7. 今後の課題

　測定データの信頼性を向上するために、より多くの
データを蓄積する必要があり、様々な遮熱機能を謳う塗
料の熱特性を横並びで評価を行っていく。
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項　目 算出値

試験体の両表面の温度差によって通過する
熱量 Q Ｗ

29.8 Ｗ

照射日射侵入熱量 Q η 29.8 Ｗ

塗膜の日射侵入比 η P 0.92

照射日射吸収熱量 Q α 31.1 Ｗ

塗膜の日射吸収率α 0.96

図 -4 熱流束と日射反射率の関係

表 -3　測定結果
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4. 調査項目

　調査項目および方法を表 -3に示す。暴露した供試体
は表中に示す方法で規定された試験用基盤よりも小さ
かったため、各試験に用いる試験体の寸法を変更し、試
験体数も１体ずつとした。各試験の試験体寸法を図 -2

に示す。
　表面硬度測定では表面含浸材の塗布面から深さ方向
10mm程度まで試験を行い、深さ方向の表面硬度の変化
点を把握することにより、併せて含浸深さの評価を行っ
た。なお、表面硬度測定では表面硬度計に付随した光学
顕微鏡を用いて測定点の確認を行い、明らかに骨材と認
められる箇所は避けて測定した。

5. 調査結果

 5.1 中性化深さ測定

　各供試体の中性化深さ測定結果の平均値を図 -3に示
す。コンクリートの中性化の深さは式 (1)によって計算
で求めた。

　　y ＝ γcb・（-3.57+9.0W/C）√　　　　　　　式（1）

ここに、　y ：中性化深さ（mm）
　　　　 γcb ：予測の精度に関する安全係数 (= 1.0)

　　　　W/C ：有効水結合材比（= 0.7）
　　　　　t ：中性化期間（= 13年）

　今回の供試体では 9.8mmと求められ、実測値 10.7mm

とほぼ近い値であった。
　測定の結果、No. １，２はブランクとほぼ同等の値で
あった。また、計算値と比較しても近似した値となって
おり、No. １，２では表面含浸材による中性化抑制効果
は得られなかったと考えられる。一方、No. ３は他の供
試体に比べて中性化深さが小さく、ブランクの 72％程
度であった。
　各供試体の中性化深さ最大値の経時変化を図 -4に示
す。過去の中性化深さの測定結果は最大値しか確認でき
なかったため、中性化深さの経時変化は最大値で評価し
た。

表 -3　調査内容

図 -2　供試体の分割

表 -2　基盤コンクリートの配合

粗骨材最
大寸法
（mm）

W/C
（％）

スランプ
(cm)

空気量
（％）

細骨材比
s/a（％）

単位量（kg/ｍ3）

水
W

セメント
C

細骨材
S

粗骨材
G

混和材
AE減水剤

20 70 12 ± 2.5 4.5 ± 1.5 49.5 171 244 956 914 1.220

t

調査項目 調査方法

中性化深さ測定 JIS A 1152:2011に基づく

表面硬度測定 JIS Z 2244:2009に基づく

透水量試験 JSCE-K 571-2013に準拠

吸水率試験 JSCE-K 571-2013に準拠

EPMAによる面分析 測定元素：Cl－
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　暴露 13年後の中性化深さを比較すると No.1供試体が
最も小さくなっているが、暴露初期においては、いずれ
の年数においても他の３年までの供試体に比べて No.3

が小さい値を示した。
　暴露 1，3，13年後のそれぞれの最大中性化深さから
算出した、１年間での中性化速度を図 -5に示す。なお、
ブランクは他供試体と異なる経年で中性化深さを測定し
ているため、暴露 1，5，13年後の値を用いて算出して
いる。図より、No.3はブランク、No.1，2に比べて１年目、
１～３年にかけての中性化速度が小さい。しかし、３

～ 13年にかけては中性化速度は他供試体と同等となっ
ている。これより、No.3は表面含浸材の塗布後３年程
度までは含浸層が中性化抑制効果を発揮していた可能性
があるが、経年によってその効果が薄れ、13年経過時
ではブランクと同等の中性化が進行していると考えられ
る。

 5.2 表面硬度測定

　表面硬度測定結果を図 -6に示す。図中のビッカース
硬度は各深さで測定した 10点の平均値である。ブラン
クはいずれの深さにおいてもビッカース硬度がおおよそ
40Hv程度であった。No.1，2，3は 0.5mmの位置で 60～
90Hv程度と大きな値を示している。

図 -3　中性化深さ（平均値）測定結果（13 年暴露）

図 -4　中性化深さ（最大値）の経時変化

(a) ブランク

(b) No.1

図 -5　中性化速度の変化
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　これは表面含浸材がコンクリート中の水酸化カルシウ
ムと反応し、コンクリート組織が緻密化したために硬度
が増加したと考えられる４）。すなわち、No.1，2，3は
表面含浸材塗布面から深さ 0.5mmの範囲に含浸材が浸透
したと考えられる。
　大嶋ら５）も同方法により表面含浸材の含浸深さを測
定しているが、含浸深さは４mm程度、表面硬度の増加

量はブランクと比較して 18Hv程度であった。大嶋らの
結果と本調査結果を比較すると、硬度の増加量は同程度
であるが、本供試体の含浸深さは極めて浅いことが分か
る。

 5.3 透水量，吸水率試験

　透水量および吸水率試験結果を図 -7に示す。No.1，2

はブランクとほぼ同等の透水量であり、No.3はブラン
クよりも透水量が多くなる結果となった。以上より、表
面含浸材の塗布後 13年経過した各供試体では透水抑制
効果はない、もしくは維持されていないと考えられる。
次に吸水率の比較を行うと No.1，2，3はほぼ同等で、
若干ではあるがブランクを下回る結果となった。 

　吸水率試験の結果では各表面含浸材の含浸層が吸水抑
制効果を発揮したために、ブランクよりも吸水率が低下
したように見えるが、その程度はブランクに比べてわず
かの差であり、含浸層の透水抑制効果がブランクと同程
度であった傾向と変わりはないと考えられる。

 5.4 EPMA による面分析

　各供試体の EPMAによる分析結果を図 -8に示す。表面
含浸材を施工した No.1，2，3においては、図中上面が
施工面である。Cl－の分析結果によると、いずれの供試
体においても、内部にまで Cl－が浸透していることが分
かる。供試体は海岸に近い箇所で暴露しており、飛来塩
分が供試体に付着し、それが内部にまで浸透したと考
えられる。分析結果から、表面含浸材を施工したいずれ
の供試体についても Cl－の浸透抑制効果がない、もしく
は維持されていないと考えられる。また、いずれもコン
クリート表層よりも内部で Cl－の濃度が高くなっている
が、これは中性化に伴う Cl－の移動濃縮が原因であると
考えられる。図中に測定された中性化深さの平均値およ
び最大値を記載しているが、中性化深さが他供試体より
も小さかった No.3では、Cl－の分布がやや表層側に分
布している。

 5.5 調査結果のまとめ

　今回実施した調査では、No.1，2は中性化抑制効果，
透水抑制効果について、ブランクとの有意な差は見られ
なかった。一方、No.3はブランクに比べて中性化深さ
がやや小さい結果が得られた。しかし、含浸後 13年経
過した現在では No.3に透水抑制効果はなく、中性化も
進行していることから、含浸後３年程度までは中性化抑
制効果があった可能性があるが、現在は機能していない
と考えられる。
　表面硬度測定試験から得られた含浸深さはいずれも塗
布面から 0.5mmであり、改質されたのはごく表層のみ
であった。また、いずれの供試体もブランクと比較して
硬度の増加量はあまり大きくない。以上より、No.1～ 3

(c) No.2

(d) No.3

図 -6　表面硬度測定結果

図 -7　透水量，吸水率試験結果
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　図 -10に算出した面積と中性化深さ，透水試験，吸水
試験の測定結果をブランクに対する割合で表した値を
示す。参考値Ａはメーカーの自社試験結果を示してい
る。参考値Ａと No.1～ 3を比較すると面積の差が大き
く、中性化深さ比，透水比，吸水比も参考値Ａが最も小
さいことが分かる。一方、No.1～ 3は面積の差は小さく、
中性化深さ比，透水比，吸水比は同程度の値となった。
今回調査した供試体と参考値Ａは同一の水セメント比で
ないため正確な比較はできないが、ビッカース硬度と含
浸深さから求まる面積により中性化の抑制や透水阻止性
の評価ができる可能性が示唆された。今後、他の実験等
においても同様の評価手法を試行し、検討を行いたいと
考えている。

(a) ブランク

(c) No.3

(b) No.2

d）参考値 A

図 -9　表面硬度分布の比較

図 -10　表面硬度より求めた面積との相関
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7. まとめ

　屋外暴露後 13年経過した供試体を用いて含浸材塗布
効果を検証した。また、得られた結果に基づき、表面含
浸材による含浸深さと含浸層の改質性能から、表面含浸
材の効果を評価する方法についても検討を行った。その
結果を下記に示す。
⑴　中性化深さを測定した結果、No.1（二酸化ケイ素と
　ケイ酸ナトリウムからなるイオン水溶液にハロゲン硬
　化触媒を付与したもの）、2（二酸化ケイ素を主成分と
　した無機系の親水性呼吸性塗膜 )は無塗布供試体と比
　べて中性化阻止効果の有意な差は見られなかった。一
　方、No.3（コロダイルシリカ（ケイ酸質系成分）、変
　性ポリシロキサン、フッ素樹脂化合物）は他の供試体
　よりも中性化の進行が浅く、塗布された表面含浸材は
　塗布後３年程度までは中性化抑制効果を発揮していた
　可能性がある。
⑵　表面硬度測定の結果、今回測定した供試体は表面含
　浸材の含浸深さが 0.5mmと極めて浅かった。
⑶　透水量および吸水率試験の結果、いずれも無塗布供
　試体と同等であり、表面含浸材の塗布後 13年経過し
　た各供試体では透水抑制効果はない、もしくは維持さ
　れていないと考えられる。
⑷　EPMAによる面分析を行った結果、各供試体とも内
　部に Cl－が進入しており、いずれの表面含浸材におい
　ても Cl－浸透抑制効果がない、もしくは維持されてい
　ないと考えられる。
⑸　深さ方向の表面硬度分布をもとに、表面含浸材の含
　浸深さと塗布による表面硬度の増加量で得られる面積
　によって表面含浸材の改質効果を評価する方法を検討
　した。本方法により中性化抑制効果、透水抑制効果の
　評価ができる可能性が示唆された。
⑹　現在では、当時より性能の向上したけい酸塩系表面
　含浸材が開発されており、今後、それらの経年変化や
　長期耐久性などの性能評価も検討したいと考える。
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メージが加わることはないと思われる。従って、試験片
一般部を比較したところ、塗膜の外観評価として仕様Ｂ、
仕様Ｅ、仕様Ｉは暴露試験３年目までの間で総合評価
が 1.2～ 1.7低下しているものの、付着性試験も評価点
0を示しており、この３仕様は比較的良好であった。す
なわち、劣化した溶融亜鉛めっき鋼板の塗替え補修仕様
について検討した結果、促進腐食サイクル試験と屋外暴
露試験３年の結果から以下の仕様を候補として選定でき
た。
　・エポキシ樹脂系スプレー塗装仕様（仕様Ｂ）
　・アルミ粉末配合アルコシキシラン化合物はけ塗り仕
　　様（仕様Ｅ）
　・チタン箔テープ貼り仕様（仕様Ｉ）
　ただ、仕様Ｉは一般部では接着剤とシートの間で破断、
カット部では基板と補修材料（シート）との界面での破
断を示していることから、今後の変化に目を向ける必要
があるものと考える。今後、大きな変化がなければ暴露
５年後においても総合評価７以上の比較的良好な結果を
示すことが予想される。今回の検討は５年に一度の橋梁
付属物点検時に補修できることを目的としており、５年
間の耐久性を有している必要がある。今後、更に暴露試
験を継続して行う予定である。
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1. はじめに

　東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道
路㈱（以下、NEXCO）の３社が管理する約 20,000橋のう
ち約３割が鋼橋であり、それらの約 40％が供用後 40年
を経過している状況である。日本国内の鋼橋において、
鋼材の腐食は主要な劣化原因の一つであり、鋼橋の上部
構造の損傷による架替理由の 1/2を占めるといった報告
１）や、腐食の進行に伴って構造物の耐荷性能に影響を
及ぼした事例２）３）も存在する。以上より、鋼橋の防食
対策は維持管理において重要な課題であると言える。一
方で，維持管理費用及び人員は減少傾向にあることを考
慮すると、効率的な維持管理の実施は急務の課題である。
　鋼橋の腐食に関する維持管理としては、塗替塗装が広
く実施されている。塗替塗装は鋼材腐食開始前の塗膜劣
化の段階で実施することが望ましいが、塗膜厚や腐食環
境が均一でないため、全ての部位に対して鋼材腐食発生
前の段階で実施することは難しく、鋼材腐食が見受けら
れる橋梁も多数存在する．腐食部分の素地調整が十分で
ないと、腐食表面形状の凹凸の影響で局部的な薄膜や初
期欠陥を生じたり、錆中の塩の影響により塗膜下腐食に
よる塗膜の早期劣化が懸念されるため４）５）、素地調整に
よる除錆が塗膜の耐久性には重要である。
　近年、塗装環境の改善や人体への影響軽減、施工性、
費用軽減など様々な目的に応じて多くの素地調整方法が
提案されているが、それらの塗膜性能や耐久性に与える
影響についての知見は少ない。
　そこで、塗替塗装における各種素地調整の最適化を目
的に、実橋を想定した７種類の鋼材表面状態を試験片上
に作成し、８種類の素地調整方法を施した場合の塗膜性
能や耐久性を比較検討した。加えて、塗装環境、施工性、
費用も考慮した総合評価を実施した。

2. 試験概要

 2.1 実橋鋼材表面状態を想定した試験片の準備

　実橋鋼材表面状態を想定し、表 - １(1)の７種類の素
地調整用試験片を準備した。
　試験片は暴露・促進試験を実施することを考慮して、
平面寸法が 150 × 70mm、300 × 150mmの鋼板を用いた６）。

(A)～ (C)は SS400材に対して、(E)は SS400材に道路
橋示方書７）の最小中心間隔となるよう M20の高力ボル
ト（F10T、S10Tを同数）を設置したものに対して、旧
Ａ、旧Ｂ、Ｃ、F11塗装系 8) 9)を塗装することで作成した。
(D)は SS400材に対して、旧Ａ塗装系を２回塗装した後、
c-3塗装系Ａ８）を総膜厚が 1000 μ mとなるように下塗膜
厚を調整して塗装することで作成した。なお、旧Ａ、旧
Ｂ塗装系の鉛系さび止めペイントは、鉛クロムフリーさ
び止めペイントで代用している。(F)は SS400材に、(G)
は SMA490材に対して JISK5600-7-9付属書 1サイクル D

に準じた促進試験（以下、CCT）を 120サイクル実施し、
その後北陸自動車道の親不知高架橋下（新潟県糸魚川市
外波）で１年暴露してさび鋼板を作成した。
　塗装を施した (A)～ (E)については、厳しい環境を
想定して、塗装表面に塩水浸漬により塩分を人工付着
（1999mgNaCl/㎡以上）させたのち、その塩分を洗浄す
ることなく素地調整を実施している。

 2.2 素地調整方法

　表 -1(1)の試験片に対して、表 -1(2)の８種類の素地
調整方法を実施した。①②は NEXCOにおける標準的な方
法８）、③～⑧は塗替塗装現場での施工実績がある方法よ
り選定した。
　各素地調整の施工条件を表 -2に示す。実橋の施工と
同様な施工条件となるよう、施工者へのヒアリングを元
に条件を決定した。
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 2.3 評価項目

 

　評価は表 -1(3)の９項目に対して実施した。
　「残存表面塩分量」は、素地調整前の清掃や除塩を行
うことなく直接素地調整した直後に電導度法により求め
た。 

　「表面粗さ」は，素地調整した直後に 3Dマイクロスコー
プにより算術平均粗さ (Ra)と十点平均粗さ (Rzjis)を
求めた。 

　「塗膜付着力」は、素地調整した後に c-3塗装系を塗
装した試験片に対して、JIS K 5600-5-7のプルオフ法
で付着力測定と破壊面観察を行った。なお、⑥⑦は塗膜
除去を行う方法であり除錆までは実施できないため、通
常は①②と組み合わせて用いられているが、その場合は
①②と同じ素地面の評価となることが想定されるため、
試行的に錆固定化剤を塗布した後、c-3塗装系を塗装し
た。 

　「残留錆・内在塩分状況」の観察は、素地調整した直
後に表面を養生し、試験片下端 30mm下、EPMA）で Fe、O、
Cl元素分布を観察することで行った。 

　「腐食耐久性」の評価は、「塗膜付着力」と同様に塗

装を実施した後、CCTを 600サイクル実施した。文献 10)

の促進倍率を用いると、厳しい環境（親不知高架下）で
約６年暴露した状態に相当する。なお、腐食耐久性の評
価は実環境に近い暴露試験での結果をもって行うのが望
ましいが、暴露試験は開始から間もなく各試験片での差
が見られなかったため、今回の評価からは除いている。
　その他、試験片製作の状況から「粉塵量」と「作業時間」
を評価した。加えて、「施工費用」と「廃棄物量」を積
算資料、Webの情報、ヒアリングにより整理した。
　各評価については、総合判断を実施するため 10点満
点で評価点をつけた。評価点の配点方法については、３．

の各々の結果の部分で説明する。

3. 試験結果

 3.1 素地調整後の状況

　各素地調整後の状況を図 -1に示す。一例として、試
験片 (F)に対して⑥⑦を除く素地調整を実施した写真
と、試験片 (C)に対して⑥⑦を実施した写真を示した。
目標の除せい度として、①③⑤は ISO Sa2・1/2，②④

A 旧Ａ塗装系
B 旧Ｂ塗装系
C Ｃ５塗装系
D 1000μm厚膜塗装
E Ｆ 11塗装系
F 普通鋼さび板
G 耐候性鋼さび板

① 非金属系乾式ブラスト
② ディスクサンダー
③ 金属系乾式ブラスト
④ ブラスト面形成動力工具
⑤ 湿式ブラスト
⑥ 塗膜はく離剤
⑦ 電磁誘導加熱法
⑧ レーザー

⒜ 残存表面塩分量
塗膜性能⒝ 粗面粗さ

⒞ 塗膜付着力
⒟ 残留錆・内在塩分状況

耐久性
⒠ 腐食耐久性
⒡ 粉塵量 塗装環境
⒢ 作業時間 施工性
⒣ 施工費用

費用
⒤ 廃棄物量

表 -1　試験概要

表 -2　各素地調整の施工条件

(1) 試験片 (2) 素地調整方法 (3) 評価項目

方法 ①非金属系乾式ブラスト ②ディスクサンダー ③金属系乾式ブラスト ④ブラスト面形成動力工具

施工
条件

フェロニッケルスラグ (JISZ0312)

粒度：0.25～ 2.80mm

空気圧：690kPa

研削材量：50kg/㎡

砥石♯ 24

最高周速度：72m/s

スチールグリッド (JISZ0311)

粒度：1.00mm以下
空気圧：690kPa

研削材量：35kg/㎡

ブラシ材質：スチール
回転数：3200回 /min

方法 ⑤湿式ブラスト ⑥塗膜はく離剤 ⑦電磁誘導加熱法 ⑧レーザー

施工
条件

銅スラグ (JISZ0312)

粒度：2.36mm以下
空気圧：640kPa

研削材量：50kg/㎡
水使用量：13ℓ /㎡

水性塗膜はく離剤
塗付回数：２～６回
養生時間：24h/回
養生温度：22.7℃

養生湿度：33％

出力設定
板：45kW × 2秒
ボルト：22kW × 2秒

波長：1070nm

出力：2kW

照射円径 板：約 20mm

　　 ボルト：約 10mm
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 3.4 塗膜付着力

　塗膜付着力の結果を表 -5に示す。対象とした試験片
は (D)(F)(G)の３試験片である。測定は試験片１枚つき
３箇所とし、表 -5の (D)(F)(G)にはその平均値を記載
している。評価点は (D)(F)(G)の平均値の一番高いもの
を 10点、一番低いものを０点として、線形で配点した後、
鋼材との界面破壊が見られたものは１点減点として配点
した。
　動力工具や塗膜はく離工法（②④⑥⑦）は塗膜付着力
も低く、破壊形状も鋼材との界面破壊の面積割合が高
かった。ブラスト工法やレーザー（①③⑤⑧）は付着力
も高く、破壊形状も鋼材との界面破壊も生じにくい傾向
だった。

 3.5 残留錆・内在塩分状況

　残留錆・内在塩分状況として、断面の EPMAマッピン
グ画像を表 -6に示す。対象とした試験片は (F)(G)の２

試験片である。画像は切断面を反射電子画像（SEM）で
一通り観察し、鋼素地と色合いが異なる部分（灰色部分）
の面積が多い位置を抽出して撮影した。写真は横幅が
600 μ m程度である。Fe、O、Cl元素のマッピング画像の

着色は寒色→暖色になるほど高濃度に存在することを示
し、色彩のレンジは比較できるよう各マッピング画像で
統一してある。評価点は Cl、０元素の分布面積より２

点刻みで配点した。
　０元素の分布をみると、どの素地調整方法でも着色部
分が見え、酸化物が鋼材表面に残留していることが分
かる。また、乾式ブラスト工法（①③）では、０元素を
塞ぐように Fe元素が存在する。これは、研削材により
鋼材表面が叩かれ塑性変形することで錆を閉じ込めてし
まったものと思われる。０元素の残存範囲は従来方法で
ある非金属系乾式ブラストの①よりも、③⑤⑧が少な
かった。
　Cl元素の分布をみると、着色は鋼材と錆との境界に
局所的に存在している。これは塩化物イオンネストと考
えられ、錆層内に存在する場合は酸化剤として腐食を助
長する要因となりうる。本試験では０元素の残存の多い
ものには Cl元素も多く観察された。動力工具や塗膜は
く離工法（②④⑥⑦）は錆表面にも Cl元素が見られる。
素地調整前の錆板には表面にも Cl元素の分布を確認し
ているため、表面の Cl元素も十分取りきれていない結
果と考えられる。

表 -4　表面粗さ

表 -5　塗膜付着力

素地調整方法

試験片 単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

D
μ mRa  9.3  1.4 12.2  3.0 13.9  2.6   3.9  6.0

μ mRzjis 40.3  5.9 49.0 10.4 58.7 11.7  14.7 30.9

F
μ mRa 29.7 19.7 26.0 27.9 29.1 25.0  28.6 29.3

μ mRzjis 77.7 58.6 72.4 76.0 78.7 66.7  70.8 79.7

G
μ mRa 20.8  7.3 24.2 11.7 25.6 41.2  44.8 23.3

μ mRzjis 66.9 28.7 68.6 38.4 70.4 75.3 117.2 66.3

評価点 点 6 2 8 2 10 0 0 4

素地調整方法

試験片 単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

D MPa  7.6  6.4  6.8 6.5  7.4 6.6 7.2  7.3

F MPa 11.9  9.3 10.7 4.9 10.3 6.6 8.7 12.7

G MPa 13.0 11.9 14.6 8.5 13.6 6.5 9.5 14.3

平均 MPa 10.9  9.2 10.7 6.6 10.5 6.6 8.4 11.4

鋼材との界面破壊　 有 有 有 有 有 有

評価点 点 9 5 9 0 7 0 3 9
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（⑥）は養生期間が必要な上、数回の塗布が必要な場合
があり、時間がかかった。従来方法である非金属系乾式
ブラストの①よりも作業時間が短いものは電磁誘導加熱
法（⑦）のみだった。

 3.9 施工費用

　施工費用の試算結果を表 -10に示す。費用の算出は、
積算資料、Webの情報、ヒアリングにより行った。評価
点は費用の一番低いものを 10点、一番高いものを０点
として、線形で配点した。

表 -9　作業時間

表 -8　粉塵量

表 -10　施工費用

表 -11　廃棄物量

素地調整方法

試験片 単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

A 分／㎡ 15.9  95.2 15.9 381.0 168.3 3,070 15.9 287.3

B 分／㎡ 12.7  95.2 12.7 476.2 174.6 3,070 12.7 300.0

C 分／㎡ 19.0  95.2 20.6 666.7 177.8 3,070 12.7 379.4

D 分／㎡ 17.4 115.4 18.0 269.2 117.1 8,152 15.0 644.4

E 分／㎡ 55.7 300.0 42.5 540.0 169.0 3,790 11.9 714.2

F 分／㎡ 22.2  70.5 27.0 102.6  94.0 - - 152.6

G 分／㎡  7.8  70.5 25.4 102.6  98.5 - - 216.8

平均 分／㎡ 21.5 120.3 23.2 362.6 142.7 4,231 13.6 384.9

評価点 点 10 10 10 9 10 0 10 9

素地調整方法

単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

評価点 点 0 6 2 6 4 10 10 8

素地調整方法

直工費 単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

素地調整 円／㎡ 4,760 1,510 6,501 6,812 9,000 12,414 5,607 40,000

錆固定化剤 円／㎡ - - - - - 1,348 1,348 -

計 円／㎡ 4,760 1,510 6,501 6,812 9,000 13,762 6,955 40,000

評価点 点 9 10 9 9 8 7 9 0

素地調整方法

単位 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

廃棄物量 kg/㎡ 40 0 2 0 70 1 0 0

評価点 点 4 10 10 10 0 10 10 10
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　従来方法である非金属系乾式ブラストの①やディスク
サンダーの②よりも施工費用が大きくなるものがほとん
どだった。

 3.10 廃棄物量

　施工費用の試算結果を表 -11に示す。廃棄物量は除去
する塗膜の重量を除き、ブラスト材、水、塗膜はく離
剤の重量で比較している。廃棄物量の算出は積算資料、
Webの情報、ヒアリングにより行った。なお、金属系乾
式ブラスト（③）は研削材を再利用することを前提に廃
棄物量を求めている。評価点は廃棄物量の一番低いもの
を 10点、一番高いものを０点として、線形で配点した。
　湿式ブラストは水を使用する分、廃棄物量が最も多く
なるが、それを除くと従来方法である非金属系乾式ブ
ラストの①よりも廃棄物量が少なくなるものがほとんど
だった。

 4. 総合評価

  4.1 階層化意思決定法

　９項目の評価項目について、表 -3 ～ 11で 10点満点
での評価点をつけた。これらの評価点を用いて総合評価

を実施する。総合評価の方法として、階層化意思決定法
（以下、AHP）を用いた。AHPとは、不確定な状況や多様
な評価基準における意思決定手法として、主観的判断を
元にした手法の１つである 13)。
　本検討の階層モデルを図-2に示す。AHPは「評価項目」
と「代替案」の関係と、「評価項目」同士の関係を整理
することで「総合目的」を数学的に判断することができ
る。「評価項目」と「代替案」の関係については表 -3 ～

11で評価点を通して整理したため、「評価項目」同士の
関係を一対比較により整理する。
　評価項目の一対比較結果を表 -12に示す。表 -12のよ
うに行（縦の項目欄）と列（横の項目欄）の関係を比較
していくことで、全ての項目についての一対比較（９項
目×９項目＝ 81対）を行った。比較は以下の判断基準
に基づき主観的判断を元に点数化した。
　１：両方の項目が同じくらい重要
　３：行の項目が列よりやや重要
　５：行の項目が列より重要
　７：行の項目が列よりかなり重要
　９：行の項目が列より絶対的に重要
　　　（なお、2、4、6、8の値は補間的に利用）
　※上の数の逆数：後の項目から前の項目をみた場合に
　　用いる。

　表 -12は一対比較により主観で点数化していることか
ら、その点数の整合性が取れていない可能性がありうる。
例えば、「xより yが重要」で、「yより zが重要」な場
合に、「xより zが重要」とならないと整合性が取れな
いが、そうならない組合せが存在しうる。そういった評
価の整合性の確認として、一対比較行列Ａ（表 -12の緑
色部分）の最大固有値の大きさから整合性を判断する式

図 -2　本検討の階層モデル

表 -12　評価項目の一対比較表

⒜ ⒝ ⒞ ⒟ ⒠ ⒡ ⒢ ⒣ ⒤ 幾何平均
Ai

重要度 Wi
(Ai/ƩAi)

⒜ 1 1 1/3 1/3 1/5 3 7 5 5 1.314 0.097

⒝ 1 1 1/3 1/3 1/5 3 7 5 5 1.314 0.097

⒞ 3 3 1 1 1/3 5 7 5 5 2.398 0.177

⒟ 3 3 1 1 1/3 5 7 5 5 2.398 0.177

⒠ 5 5 3 3 1 7 9 7 7 4.457 0.329

⒡ 1/3 1/3 1/5 1/5 1/7 1 5 3 3 0.674 0.050

⒢ 1/7 1/7 1/7 1/7 1/9 1/5 1 1/3 1/3 0.216 0.016

⒣ 1/5 1/5 1/5 1/5 1/7 1/3 3 1 1 0.394 0.029

⒤ 1/5 1/5 1/5 1/5 1/7 1/3 3 1 1 0.394 0.029

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ƩAi＝ 13.559
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 5. まとめ

　塗替塗装における各種素地調整の最適化を目的に、実
橋を想定した７種類の鋼材表面状態を試験片上に作成
し、８種類の素地調整方法を施した場合の塗膜性能や耐
久性を比較検討した。加えて、塗装環境、施工性、費用
も考慮した総合評価を実施した。
　本検討において得られた主な結果を以下にまとめる。
　(1) 塗膜性能として、「残存表面塩分量」「表面粗さ」「塗
　　　膜付着力」を評価すると、ブラスト工法やレーザー
　　　が良好な結果となった。
　(2) 耐久性として、「残留錆・内在塩分状況」「腐食耐
　　　久性」を評価すると、塗膜性能と同様にブラスト
　　　工法やレーザーが良好な結果となった。
　(3) 施工性として、「作業時間」を評価すると、電磁
　　　誘導加熱法が従来方法である非金属系乾式ブラス
　　　トよりも良好な結果となった。
　(4) 階層化意思決定法を用いて最適な素地調整方法を
　　　総合評価したところ、従来方法である非金属系乾
　　　式ブラストより湿式ブラスト、レーザー、金属系
　　　乾式ブラストがよい結果となった。

　今回の検討は小さな試験片に対して限られた素地調整
方法を比較したのみであることから、今後試験施工デー
タの分析、利用実態の収集を進めていくことで信頼性の
高い最適な素地調整方法の選定ができると考える。また、
最も高い重要度となった腐食耐久性の評価として、CCT

の期間が短く、暴露試験の結果を反映できていない状況
であった。耐久性の評価を引き続きの実施が必要である。
加えて、単独の素地調整方法のみではなく、複数の方法
を適材適所で使い分けることや、複数の方法を組み合わ
せて実施することの検討する必要がある。
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技術解説

一般社団法人　日本塗料工業会 

技術部　鈴　木　　　譲

JPMS 30「鋼構造物用水性さび止めペイント」　

JPMS 31 ｢ 鋼構造物用水性耐候性塗料 ｣ の概要

塗装工程 Rc-Ⅰ塗装仕様

素地調整 １種

防錆下地 有機ジンクリッチペイント

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

下塗 弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗

中塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗

上塗 弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗

1. JPMS 制定の背景

　塗料の塗装による VOC排出量は平成 26年度で 27.4万
ｔ／年であり、VOCインベントリ検討会（環境省）にお
ける集計結果では、平成 26年度の全発生源品目別排出
量 69.2万ｔ／年の 39.6％と、発生源品目別では最も多
い。しかも、その VOC排出量の低下率は平成 22年度以
降、鈍化している。特に重防食塗料分野の水性塗料化率
は、日塗工が毎年実施している ｢平成 26年度塗料から
の VOC排出実態推計のまとめ ｣のデータにおいて、同じ
屋外塗装が中心の建築塗料分野が 61.3％であるのに対
して、僅か 5.0％である。
　この分野においては、塗膜保証の観点から、長年の実
績が重んじられることや塗装作業が気象条件の影響を受
け易いことなどにより、塗装工事発注者や塗装施工業者
は、工期、塗装コストが優先される中で、使い慣れた、
比較的タフさのある溶剤形塗料を使ってきた。それが、
水性塗料の普及及びその規格化が遅れてるのが原因とさ
れている。
　そのことは、重防食分野における採用の指針とされる
平成 26年３月改定「鋼道路橋防食便覧」においても、
標準仕様には組み込まれておらず、付帯資料に、新技術
の塗装系として紹介されていることからも理解できる。
　しかし、最近の環境配慮の高まりの中、大気中への排
出率がほぼ 100％の重防食塗料分野においても、独立行
政法人土木研究所において、塗料各社と水性塗装仕様の
共同研究が行なわれている。また、東京都の歩道橋や首
都高速道路㈱の道路架橋への水性塗料の採用物件が多く
なってきている。
　一方で、今後の水性塗料普及のためには、「鋼道路橋
防食便覧」や ｢公共建築工事標準仕様書 ｣などに、標準
塗装仕様として掲載されることが最善の近道とされてお
り、それに掲載される条件として、規格化が必須条件と
されている。そのため、環境庁、国交省、経産省、東京
都などからの水性塗料規格の早期制定の要望が強くなっ
てきている。
　以上より、（一社）日本塗料工業会（以下、日塗工）
技術委員会の重防食塗料部会は重防食水性塗料規格化プ

ロジェクトを発足して平成 26年度から規格制定の検討
を行なってきている。

2. 検討経緯

⑴　平成 26年 10月 7日、日塗工　重防食塗料部会に重
　防食塗料水性規格化プロジェクトを発足して、規格作
　成方針とスケジュールを決定した。なお、メンバーは
　重防食塗料部会の６社より選定した。
　　平成 26年度　２回開催：
　　　各社からの品質試験結果の集約
　　平成 27年度　４回開催：
　　　品質規格の決定と原案作成
　　平成 28年度　２回開催：
　　　適用範囲、評価項目など JIS化を想定した修正
⑵　平成 27年 5月 28日、重防食塗料部会のメンバーか
　らなる JPMS原案作成委員会を発足させ、重防食塗料
　水性規格化プロジェクトの原案を審議した。
  　平成 27年度　2回開催：JPMS原案審議
　　平成 28年度　1回開催：JPMS原案最終審議（5/30）
⑶　平成 28年 7月 8日　日塗工　標準化委員会で承認
　される。
⑷　平成 28年 7月 14日　日塗工　理事会で承認、JPMS

　　として制定された。

3. JPMS 30、31 の概要

　重防食塗料の塗装仕様については、｢鋼道路橋防食便
覧 ｣では、代表的な塗替え塗装仕様、Rc-Ⅰ塗装系は以
下の内容である。
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　今回、制定した JPMS 30は、下塗工程の水性変性エポ
キシ樹脂塗料などの下塗水性塗料を規定し、JPMS 31は、
中塗、上塗工程の水性ふっ素樹脂塗料などの水性耐候性
塗料を規定している。
　また、防錆下地工程の有機ジンクリッチペイントや新
設塗装仕様（C-5、D-5）に使われる無機ジンクリッチプ
ライマーの水性化については、採用実績も少なく、各塗
料会社とも課題も多いため、今回は規格化を見送ること
としている。
　さらに、今回の JPMSは、約２年後の JIS制定時のス
ムーズな立上げの環境づくりを意識している。例えば、
塗料製造会社側では、JPMSで規定した塗料の実績を積
むことや２年暴露の経過の確認などである。また、塗料
使用者側では、塗装実績やその塗装における課題の整理
と対策などを検討していただきたいと思っている。一
方、JPMSの内容は、各々現行溶剤規格 JIS K 5551、JIS 

K 5659と合体することを想定した形となっている。例
えば、現行規格の試験方法などは、そのまま踏襲し、水
性特有の品質規格を加えた内容となっている。また、今
後、見直しが必要な箇所についても、他の規格を参考に
して JPMS原案作成段階で議論し、修正を行なっている。

　規格名称：

　　JPMS 30 ｢ 鋼構造物用水性さび止めペイント ｣

　　現行溶剤形品質規格 JIS K 5551 ｢ 構造物用さび止
　めペイント ｣の水性塗料規格
　・JPMSは水性塗料の単独規格とし、JISでは現行溶剤
　　形規格 JIS K 5551と合体させることとした。
　・被塗物は鋼構造物（鉄部）に限定した。また、現行
　　の品質規格、試験方法を踏襲した。JISでは、建築
　　分野も適用範囲に入るため、従来どおりの規格名称
　　の「構造物用さびペイント」とすることとした。
　・適用範囲に‘鉛、クロムなどの有害な重金属を使用
　　しない’を記載し、その分析を品質項目から削除し
　　た。この件に関しては、長時間の議論を要したが、
　　現実的に有害金属を含む防錆顔料は使用されておら
　　ず、各標準仕様書もその使用を禁止しており、有害
　　な重金属を含む顔料は使用されない環境はすでに出
　　来上がっていると判断した。したがって、塗料工業
　　会の自主管理規定である JPMSにおいては、分析項
　　目を削除することとした。今後は、JIS原案作成委
　　員会で、再度、議論していくこととした。
　・水性塗料の特性から、低温安定性試験を追加した。
　　また、半硬化乾燥性についても５℃の低温乾燥条件
　　を追加した。

　規格名称：JPMS 31 ｢ 鋼構造物用水性耐候性塗料 ｣

　　現行溶剤形品質規格 JIS K 5659 ｢ 鋼構造物用耐候
　性塗料 ｣の水性塗料規格
　・JPMSは水性塗料の単独規格とし、JISでは現行溶剤
　　形規格 JIS K 5659と合体させることとした。
　・被塗物は鋼構造物とし、現行の品質規格、試験方法
　　を踏襲した。
　・適用範囲に‘鉛、クロムなどの有害な重金属を使用
　　しない’を記載した。
　・水性塗料の特性から、低温安定性試験を追加し、ま
　　た、加熱残分品質項目では塗料の安定性を維持する
　　ため、加熱残分を下げることとした。(10％ )

　・現行溶剤規格では、２液形のみであったが、水性塗
　　料の技術的な進歩もあり、採用実績もあるため、１

　　液形にも適用することとした。
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項目 品質 試験項目番号
容器の中の状態 かき混ぜたとき，堅い塊がなくて一様になる。 6.4

低温安定性（-5℃）　 変質しない。 6.5

半硬化乾燥性 半硬化乾燥している。 6.6

塗装作業性 支障がない。 6.7

塗膜の外観 正常である。 6.8

ポットライフ a) 規定時間後，使用できる。 6.9

たるみ性 たるみがない。 6.10

上塗り適合性 支障がない。 6.11

耐おもり落下性（デュポン式） 割れ及び剥がれがない。 6.12

付着性 分類１又は分類 0ｂ）。　 6.13

耐熱性 外観が正常である。試験後の付着性試験で分類２，分類１ 

又は分類 0ｂ）。 6.14

サイクル腐食性 さび，膨れ，割れ及び剥がれがない。 6.15

屋外暴露耐候性 さび，膨れ，割れ及び剥がれがない。 6.16

注 a) １液形は適用除外とする。
　ｂ）JIS K 5600-5-6の表１試験結果の分類による。　

項目
上塗り塗料

中塗り塗料 試験項目番号
１級 ２級 ３級

容器の中の状態 かき混ぜたとき，堅い塊がなくて一様になる。 7.4

低温安定性（－ 5℃） 変質しない。 7.5

表面乾燥性 表面乾燥する。 7.6

塗膜の外観 正常である。 7.7

ポットライフ a) 規定時間後，使用できる。 7.8

隠ぺい率 ％ 白・淡彩 b) は 90以上，鮮明な赤及び黄は 50以上，その他の色は 80

以上
7.9

鏡面光沢度（60度） 70以上 － c) 7.10

上塗り適合性 － c) 支障がない。 7.11

耐屈曲性 折曲げに耐える。 7.12

耐おもり落下性
（デュポン式）

塗膜に割れ及び剝がれが生じない。 7.13

層間付着性 Ⅰ － c) 異常がない。 7.14

Ⅱ 異常がない。 7.15

耐アルカリ性 異常がない。 7.16

耐酸性 異常がない。 7.17

耐湿潤冷熱繰返し性 湿潤冷熱繰返しに耐える。 7.18

4. JPMS 30、31 の品質項目

　4.1 JPMS 30 品質項目（抜粋）

　4.2 JPMS 30 品質項目（抜粋）
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加熱残分　％ 白・淡彩 b) は 40以上，その他の色は 30以上 白・淡彩 b) は
50以上，その他
の色は 40以上

7.19

促進耐候性 照射時間 2000

時間の促進耐
候性試験に耐
える。

照射時間 1000

時間の促進耐
候性試験に耐
える。

照射時間 500

時間の促進耐
候性試験に耐
える。

－ c) 7.20

屋外暴露耐候性 光沢保持率が
60％以上で白
亜化の等級が
1又は 0

光沢保持率が
40％以上で白
亜化の等級が
2，1又は 0

光沢保持率が
30％以上で白
亜化の等級が
3，2，1又は 0

－ c) 7.21

注 a) １液形は適用除外とする。
　 b) 淡彩とは，白エナメルを主成分として作った塗料の塗膜に現れる，灰色，桃色，クリーム色，うすい緑色，水色など
　　 のようなうすい色で，JIS Z 8721による明度 Vが６以上９未満のものとする。
　 c) 表２のダッシュ（－）は，規定項目の試験をしないことを示す。

5. 今後の展開

　JIS 制定

　　日本規格協会と共同で作成する JIS原案作成に関す
　る応募テーマ申込み（JSA公募制度）平成 28年度区
　分Ｃに応募を完了している。平成 30年５月ごろの
　JIS制定を目指していきます。
　JPMS 制定による拡販

　　本規格内容を東京都等の公共機関や関係者等に周 

　知・開示することによって、水性塗料の採用を促進さ
　せていきます。
　グリーン調達

　　2020年東京オリンピックパラリンピックの関連工
　事に関して、環境配慮型塗料の採用が促進されるため、
　その判定基準であるグリーン購入法特定調達品目に本
　規格の水性塗料を申請し、来年４月以降の特定調達品
　目の認定を目指します。

6. 現行 JIS 改正案について

　前述のように、今回制定の JPMSは水性塗料の単独規
格であるが、JISの場合は、他の規格と同様に溶剤形と
水性が１つの規格となる。そのことは、使用用途がひ
とつの規格で規定されること。また、既存標準仕様書も
規格名の改定が必要なくなることなどが理由となってい
る。したがって、JIS K 5551「構造物用さび止めペイン
ト」及び JIS K 5659「鋼構造物用耐候性塗料」は各々、
規格改正されることになる。ここで、現行規格に JPMS

水性規格をどう入れ込むかが議論となる。

　JIS K 5551「構造物用さび止めペイント」

　　現行溶剤形規格は、樹脂、用途で、Ａ、Ｂ、Ｃ

　種に分類しているが、JIS改定では、Ａ種とＢ種が用
　途向けの膜厚基準で分けられているように、Ｄ種とし
　て、建築物向け 30 μ薄膜形の水性さび止めペイント、
　Ｅ種として、鋼構造物向け 60 μ厚膜形の水性さび止
　めペイントに分類し、また、Ｄ種、Ｅ種の塗料品質規
　格は、現行規格のＣ種の品質項目をそのまま適用する
　案で検討中である。
　JIS K 5659「鋼構造物用耐候性塗料」

　　現行溶剤形規格は上塗り塗料の規格であり、耐候性
　の品質項目で、１級、２級、３級に分類している。改
　正として、従来規格の溶剤形は、Ａ種とし、水性塗料を、
　Ｂ種とし、また、その品質規格はそれぞれ、１級、２

　級、３級に分類し、現行 JIS K 5659の品質項目をそ
　のまま適用する案で検討中である。
　　以上は、JPMS審議委員会の議論結果であり、今後、
　JIS原案作成員会の議論に付することになる。

7. あとがき

　今回の JPMS 30、及び、31の制定により、現行 JISの
水性塗料の追加による改正までに、各方面で、重防食水
性塗料が積極的に使われ、その市場の地ならしができれ
ば、JIS改正後に、重防食水性塗料が、各標準仕様書な
どに取り入れられ、橋梁や構造物などの重防食塗装分野
に広がっていくことを期待する。
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5. おわりに

　当協会では、塗料以外の建材についても試験を受け付
けております。試験のお問い合わせは、西支部検査部ま
でお願い致します。

6. 参考文献

１）JIS A 1901:2015「建築材料の揮発性有機化合物
　　（VOC）、ホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合
　　物放散測定方法－小形チャンバー法」
２）JIS A 1902-3:2015「サンプル採取 ,試験片作製及
　　び試験条件－第３部：塗料及び建築用仕上塗材」
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ニュース

一般財団法人　日本塗料検査協会 

管理部　田　原　芳　雄

認証取得者に求められる信頼性確保への取組

国

・ 登録認証機関に対し、定期的な更新手続きに加え、立入検査等の維持管理を行い、必要に応じ
　て、適合命令等の措置を行う。
・ 認証取得者に対し、必要に応じて立入検査等を行い、製品の品質等に問題があると認めた時は、
　適切な措置を行う。
・ 消費者やユーザーからの情報提供等に基づき、市場からの抜き取り検査（試買検査）を実施す
　る。

登録
認証機関 

・ 認証取得者に対し、定期的な認証維持審査、臨時の維持審査を行う。
・ 必要に応じ立入検査等を行い、製品の品質又はその品質管理体制に問題が有ると認められた場
　合、適切な措置を行う。

認証
取得者

工業標準化法で求められる品質管理体制、登録認証機関との間で交わされた認証契約での要求事
項を遵守し、認証を受けた製品について、該当 JISへの適合性を維持する。

表 -1 認証制度における信頼性確保の仕組みにおいて各組織が果たす役割

　昨年は、旭化成建材の「傾きマンション」、東洋ゴム
工業の免震ゴム偽装問題、食品への異物混入問題等、多
くの不祥事が話題になり、本年になって自動車の燃費偽
装が報じられる等、企業のコンプライアンス違反が世間
をにぎわしています。このような企業の不祥事は世間の
関心が高いことから、テレビ、新聞等で大きく扱われ、
違反等の不祥事を公表された企業のイメージは、大きく
損なわれ、保障対応等で多くの労力及び費用が発生しま
す。
　また、JIS製品においても相変わらず、JISマーク表
示の一時停止や認証の取消等の違反が発生しています。
当協会からの認証取得者におかれましては、品質管理体
制の見直し等により、コンプライアンスの徹底、品質管
理の強化により、リスク管理をすすめるようお願い致し
ます。
　その際の参考となるよう、JIS認証制度における信頼
性確保の仕組み、さらに JISマーク表示製品を製造・出
荷するうえで、認証取得者の遵守事項等をまとめました
のでご確認のうえご利用下さるようお願いいたします。

1. JIS 認証制度における信頼性確保の仕組み

　現在の JIS認証制度は、工業標準化法第 19条（加工

技術は第 20条）に基づき、国に登録された登録認証機
関から製品試験と品質管理体制を審査することによって
認証を受けた製造事業者が、認証製品又はその包装等に
JISマークを表示することで製品の品質を保証する第三
者認証制度です。
　この制度において、国、登録認証機関及び認証取得者
が果たす役割を表 -1に、市場（ユーザー）も含めた信
頼性の確保の仕組みを図 -1に示します。

2. 認証取得者に求められる品質管理体制

　前項図 -1で位置づけられる認証取得者に要求された
品質管理体制の基準は、日本工業規格への適合性の認証
に関する省令（通称 JIS省令）の第２条第１項で規定さ
れており、その内容を表 -2に示します。
　また、登録認証機関との間で交わされた認証契約にお
いて、
　①初回製品試験 JIS適合性を確認した製品等と同じ条
　　件で製造すること。
　② JISマーク使用の数量及び時期を記録し、１年毎に
　　報告すること。
が追加されておりますのでご確認下さい。
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ニ ュ ー ス

JIS マーク表示認証業務

　・当協会が平成 27年９月１日から平成 28年９月 30日までの間に JIS認証した鉱工業品は表 -1、JIS認証契約を終
　　了した鉱工業製品は表 -2、JIS認証を取り消した鉱工業製品は表 -3のとおりです。
　・改正工業標準化法に基づいて当協会が行っている JISマーク表示認証業務の内容及び塗料関連 JISに関する最近
　　の改正情報については、当協会のホームページに掲載していますので、下記の URLにてご確認下さい。
　　URL：http://www.jpia.or.jp

建築基準法に基づく性能評価書の発行

　・建築基準法施行令第 20条の 7に基づく建築材料の性能評価を終え、当協会が平成 27年９月１日から９月 30日ま
　　での間に発行した性能評価書は表 -4のとおりです。

表 -2　平成 27 年 9 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日までに契約を終了した鉱工業製品

認証番号 認証取得者の名称 認証区分（規格番号） 規格名称 認証終了日

JP0507004 神東塗料株式会社 JIS K 5633 エッチングプライマー 平成 28年 6月 22日

表 -1　平成 27 年 9 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日までに認証した鉱工業製品

認証番号 認証取得者の名称 認証区分（規格番号） 規格名称 認証年月日

JP0315002 東日本塗料株式会社 JIS K 5675 屋根用高日射反射率塗料 平成 27年 10月 19日

JP0515003 中国塗料株式会社 JIS K 5552 ジンクリッチプライマー 平成 27年 12月 18日

表 -3　平成 27 年 9 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日までに認証を取り消した鉱工業製品

認証番号 認証取得者の名称 認証区分（規格番号） 規格名称 認証終了日

該当品なし

表 -4　平成 27 年 9 月１日から平成 27 年 9 月 30 日までの間に発行した性能評価書

認可番号 発行日 建築材料名 申請会社

MFN-3302 H27.12.22 塗料塗装／木質系三層単板集成フローリング 株式会社アドヴァン

MFN-3303 H27.12.22 塗料塗装／木質系三層単板集成フローリング 株式会社アドヴァン

MFN-3564 H28. 2.17 ゴム系溶剤形接着剤 ノガワケミカル株式会社

　対象条文：　令第 20条の 7第 4項
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外部発表

　・当協会が平成 27年 10月 1日から平成 28年 9月 30日までの間に外部発表したものは表 -5のとおりです。

塗料試験方法研究会

　・当協会が主宰している当研究会にて平成 27年９月１日から平成 28年９月 30日までの間に実施した勉強会は表 -6

　　のとおりです。

表 -5　外部発表一覧（平成 27 年 10 月１日～平成 28 年９月 30 日）

発表題目 発表者 発表先　雑誌名 出版社
主催者

投稿

「塗膜の日射反射率の求め方」における不
確かさ 清水　亮作 計測標準と計量管理 2016 Vol.65　

NO.4

（一社）　　　　　
日本計量振興会

コンクリート表面被覆工法の耐久性評価手
法の考え方 山田　卓司 塗装工学．2016/VOL.51　NO.6 日本塗装技術協会

講演

1液タイプ変性エポキシ樹脂プライマーの
性能に関する調査研究　その２

関島　竜太
（共同発表者）

平成 27年 10月 23日
日本建築仕上学会 2015年大会学術
講演会（第 26回研究発表会）（ロッ
クペイント㈱、本橋芝浦工大教授、
菊水化学㈱、日本塗料工業会との共
同発表）

日本建築仕上学会

コンクリート構造物に用いられる表面被覆
工法の耐久性評価手法について 山田　卓司 （一社）日本防錆技術協会、

西支部見学会
（一社）　　　　　
日本防錆技術協会

塗装材料の規格と試験方法 山田　卓司
平成 28年 5月 12・18日、7月 20日
コンクリート構造物の補修・補強に
関するフォーラム 2016

（一社）　　　　
コンクリートメン
テナンス協会

遮熱塗料における熱特性評価方法及び装置
の開発（その２） 比留川伸司

平成 28年 8月 26日 

2016年度日本建築学会大会（九州）
学術講演会。41065（日本塗料工業
会、日本塗装工業会との共同発表）

（一社）
日本建築学会

表 -6　 塗料試験方法研究会　勉強会（平成 27 年 9 月 1 日～平成 28 年 9 月 30 日）

部会／年月日 勉強会の内容 場所 参加者

東部会
平成 28年 2月 15日

講演「塗布形素地調整軽減剤；サビシャット」
　講師　大日本塗料㈱　防食塗料部　田邉　康孝

講演「塗料にかかわる新しいＪＩＳ化の動き」
　講師　（一社）日本塗料工業会　　米原　洋一

講演「JIS Q 1001　一般認証指針：2015　
　　　　　　　　　　　改正のポイント及び認証審査への影響」
　講師　（一財）日本塗料検査協会　河村　マリ

東京塗料会館 10社 14名

東部会
平成 28年 9月 23日

講演「駿河湾における暴露試験 30年の成果報告
　　　　　　　　　　海上大気部における長期防錆形塗装技術」
  講師　日本ペイント㈱　　大澤　隆英

講演「鋼道路橋の長寿命化と防食塗装」
　講師　元独立行政法人土木研究所　総括主任研究員　守屋　進

恵比寿ガーデン
プレイスタワー

SPACE6

12社 32名
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西部会
平成 28年 12月 17日

講演「水性塗料の拡大の現状と課題：
　　　　　　　　　　　　防食分野への水性化進展によせて」
　講師　（一社）日本塗料工業会　　　鈴木　譲

講演「JISマーク表示制度：最近の JIS認証制度の動向」
　講師　（一財）日本塗料検査協会　　加来　伸一

（一財）日塗検
西支部 29社 52名

西部会
平成 28年 7月 22日

講演「テラヘルツ波を用いた塗膜モニタリング技術」
　講師　徳島大学　教授 /大阪大学　招聘教授　　安井 武史

講演「テラヘルツ分光システム」
　講師　地方独立行政法人　大阪府立産業技術総合研究所
　　　　主任　日置　亜他子

施設見学：地方独立行政法人　大阪府立産業技術総合研究所

地方独立行政法人
大阪府立産業技術
総合研究所

20社 28名



－ 54 －

業 務 案 内

最新の設備と豊富な実績で、多様なニーズに対応します。

 試 験・検 査　　　　　品質性能に関する試験・検査
　・JIS 規格、団体規格および外国規格に基づく試験・検査
　・各種基準、法令および条約などに基づく試験・検査

 調 査・研 究　　　　　品質性能、試験方法および評価技術の調査・研究
　・官公庁、各種団体からの委託による調査・研究・コンサルティング
　・新規試験方法、評価方法の開発・研究・提案・コンサルティング
　・塗料試験方法研究会の主宰

 標　 準　 化　　　　　品質性能、試験方法および評価技術の標準化
　・ISO/TC35「ペイント及びワニス」の国内審議団体および ISO/TC35/SC9「塗料の一般試験方法」の国内事務局
　・塗料・塗膜・塗料用原材料の試験方法、製品などの JIS 原案作成・提案
　・その他団体規格の調査研究、原案作成・提案

 認 証・評 価　　　　　法令に基づく認証・認定・評価・証明
　・JIS マーク表示制度による製品認証
　・建築材料からのホルムアルデヒド放散に係る性能評価および証明
　・環境保全に関する測定・分析および計量証明

 情報収集・提供　　　　情報収集・提供業務

　・各種塗料・塗膜試験に必要な基準・資料・試験材料などの作成と提供

　なお、塗料の各種試験を行う際に必要な、以下の試験材料及び書籍を東・西両支部にて販売しています。

〔試験材料〕
　■「引っかき硬度」試験用検定鉛筆（６Ｈ～６Ｂ）	 ￥   200（１本）
　　注文は６本以上（異種硬さの混合６本可）でお願いします。
　■「表面乾燥性」試験用バロチニ	 ￥10,000（１セット）
　■「白亜化」測定用テープ	 ￥  1,500（１箱 50 枚入り）
　※なお、「隠ぺい力」に使用する日本塗料検査協会検定の隠ぺい率試験紙は下記で販売しています。
　　日本テストパネル㈱　　０６－６９５３－１６６１　／　太佑機材㈱　　０６－６７２７－１１２１

〔書　　籍〕
　■塗料試験設備の管理・取扱基準（2002 年版）	 ￥25,000
　　（塗料試験方法研究会会員は￥20,000）
　■塗膜の評価基準（2003 年版）	 ￥10,000
　■塗膜の評価基準（2003 年英語版）	 ￥12,000
　■視覚による塗膜表面の欠陥（2002 年版）	 ￥  8,000
　■塗料試験方法 No.3（防食性試験方法）	 ￥10,000
　　（試験方法についての参考資料を総合的にまとめたもの）

（価格表示は消費税を含まない本体価格表示です）






